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第1章 総則・調達概要
1.1 調達の目的
和気町（以下「本町」という。）における働き方改革の推進、内部事務の適正化及び効率化を図るため、職員の出退勤管理、勤務実績の集計、各種休暇・申請手続き等を電子的に処理する「和気町勤怠管理システム」を導入する。
本業務では、各部署に介在する労務管理事務の効率化・適正化を図り、正確な実態把握と超過勤務の抑制、有給休暇取得の促進を目的とする。また、システムの導入に留まらず、安定稼働および法制度改正への継続的な対応を含めた包括的な運用保守を一体的に委託するものである。

1.2 調達の名称
和気町勤怠管理システム導入及び運用保守業務委託

1.3 履行期間
1．システム構築期間
契約締結日から令和9年3月31日まで
2．運用保守期間
システム本稼働日から令和9年3月31日まで

1.4 調達範囲
本業務の調達範囲は以下のとおりとする。
(1) システムの構築、クラウド環境（データセンター）の提供及びネットワーク接続設定
(2) 既存システム・別系統システム（給与システム等）連携のためのインターフェース設計及びデータ移行支援
(3) 利用者（職員・管理者）向け操作研修の実施
(4) システムの運用支援、保守サポート、障害対応
(5) 法制度改正、OSのバージョンアップ等に伴うプログラム改修（リビジョンアップ）の提供

1.5 導入規模・対象数量
本システムにおける想定規模および対象数量は以下のとおりとする。

1． 利用対象職員数：合計 約 450 名
・正職員：200 人
・会計年度任用職員：250 人
2．クライアント端末台数：システムを利用する町内各所属のPC等
3．出退勤打刻用機器（※打刻機を利用する場合）
・本体及び付属品一式：7 施設（本庁舎および主要な出先施設を想定）
※打刻機を用いる場合、またはPC・タブレット端末等で打刻を行う場合の最適な構成については、各事業者の提案によるものとする。
※打刻機の設置に必要な電源および通信環境（ネットワーク接続）の前提条件については、事前に本町と協議の上、現地設置・設定作業を行うこと。

1.6 現行システム環境
本町における現在の主な関連システム等の環境は以下のとおりである。提案及びデータ移行、接続検証等にあたっての参考とすること。

グループウェア：WaWaOffice（OEC株式会社）
給与システム：公開羅針盤（株式会社両備システムズ）
ネットワーク・接続環境：LGWAN接続環境

第2章 システム基本要件
2.1 システム形態
1．パッケージシステムの採用
ソフト開発及び保守費用の軽減、早期稼働のため、自治体（地方公共団体）への導入実績を持つパッケージシステムを採用すること。
2．稼働環境
・本町のクライアント端末のOSは「Windows 11（64bit）」を使用し、標準的なWebブラウザとして「Microsoft Edge」および「Google Chrome」を利用することを想定しているため、これらの環境下でLGWAN環境において正常に稼働すること。
・なお、システムの仕様上、旧環境等の互換性（Internet Explorer等）での利用が要件となる機能がある場合は、その稼働方法や対応方針について提案に含めること。
・専用クライアントアプリを使用する場合は、庁内端末への導入・配布・バージョンアップ等の管理方法について、情報システム部門の負担軽減に配慮した仕組みや提案を含めること。
3．拡張性と標準化
・将来の制度改正や人事異動、組織改編（機構改革）等に伴う組織・職員情報の変更に、容易かつ柔軟に対応できるシステムであること。

2.2 セキュリティ及びデータセンター要件
1．情報セキュリティの遵守
・総務省が定める「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」及び和気町情報セキュリティポリシーを遵守し、個人情報保護および情報漏洩防止のための十分な対策が講じられていること。
2．データセンターの安全性
・サーバ等の設置場所は日本国内とし、原則として政府情報システムセキュリティ評価制度（ISMAP）の登録サービス、またはそれに準ずる安全性が確保されたクラウドサービスを利用すること。
・24時間365日の継続的な維持管理、冗長化、災害対策（耐震・電源・空調等）が確保されていること。また、システムの稼働データについては、定期的な自動バックアップが実施され、不測の事態における迅速なデータ復旧体制が整っていること。

第3章 機能要件（導入時要件）
3.1 機能要件の定義
本システムが備えるべき具体的な機能要件については、本仕様書のほか、別紙「機能一覧表」に定めるとおりとする。事業者は、同一覧表に掲げる各項目の充足状況（標準機能による対応、設定による対応、またはカスタマイズ等）を提案書において明確に示さなければならない。

3.2 勤務シフト・休暇・各種申請要件
機能一覧表に基づく主要なシステム機能の範囲は以下のとおりとする。
1. システム全般・共通機能（各種申請、権限管理、ログ管理、汎用申請等）
2. システム詳細・出退勤管理（打刻管理、ダッシュボード表示等）
3. 時間外勤務管理（割増賃金率への対応、休憩・重複チェック、各種集計等）
4. 休暇・特殊勤務・宿日直・出張管理（各種休暇の自動計算、特殊勤務、日誌、旅費精算等）
5. 各種届出機能（氏名・住所、扶養親族、住居、通勤、口座変更等の各種届出・認定データCSV出力）
6. 出勤簿・ダッシュボード・アラート（出勤簿の作成・管理、働き方可視化、アラート通知）
7. 電子給与明細・年末調整（給与明細照会、年末調整のWeb申告、データ出力等）
8. 管理機能（休日パターン、勤務シフト、年次休暇等の各種マスタ管理）
9. 給与システム・周辺システム連携要件
・勤怠管理システムで集計・確定した勤務実績データおよび年末調整申告書データを、給与システム（公開羅針盤）へ取り込むためのCSVファイル等の出力、および給与システム側からの職員情報等のマスタデータ取り込みが行えること。
・連携先の給与システム（公開羅針盤）のインポート仕様に合わせて、出力レイアウトの定義・変更や柔軟なマッピング調整が行える仕組みを有すること。2．グループウェア等との連携に係る特記事項
・庁内で利用しているグループウェア（WaWaOffice）とのシステム的な連携は必須条件ではない。単独のシステムとして完結する提案、あるいはパッケージの標準機能の範囲内での柔軟な連携・運用提案のいずれも妨げないものとする。

第4章 運用及び保守要件
4.1 サポート・保守体制
1．窓口の設置
・システムの運用管理に関する問合せ、不具合・障害発生時の対応窓口（ヘルプデスク）を設置すること。
・問合せ受付時間：平日の執務時間内（例：8:30〜17:15）とする。なお、メール等による受付は365日24時間対応可能とすることが望ましい。
2．障害対応
・障害発生時は、速やかに原因究明と切り分けを行い、業務への影響を最小限に抑えるよう迅速な復旧作業を行うこと。
3．法制度改正・バージョンアップ対応
・地方公務員法等の法改正、税制改正、あるいはセキュリティ上の脆弱性対応に伴うプログラムの修正・バージョンアップを、保守費用の範囲内で適切に行うこと。
・クライアント端末側のWebブラウザのアップデートやOSの標準的な仕様変更に対しても、支障なく稼働するよう維持すること。

4.2 運用支援・教育支援
1．システムの本稼働に向けて、管理者向けおよび一般職員向けの操作説明会（マニュアル配布含む）を実施すること。
2．運用開始後も、システムの定着化や運用上の疑問点について継続的な助言・支援を行うこと。

第5章 成果物の提出及び特記事項
5.1 成果物の提出
受託者は、業務完了時（または本稼働時）に以下の成果物を本町に提出すること。
1. 業務完了報告書
2. 操作マニュアル一式（管理者用・職員用。電子データ及び必要部数）
3. システム設定・運用に関するドキュメント一式

5.2 調達方法に関する特記事項（公正な競争の担保）
1．同等品等の提案の容認
・本仕様書および別紙「機能一覧表」は、本町が求める最低限の機能および性能を示したものである。パッケージシステムの特性を活かした同等品以上の機能や、より効率的な運用・保守体制の提案を妨げるものではない。
2．「運用回避」の許容
・機能要件の検討にあたり、パッケージの標準機能で完全に一致しない項目がある場合、業務手順の工夫（運用回避）によって代替が可能である場合は、その旨を提案に含めることができるものとする。




2



